
Research 特別レポート
人手不足に関する特別調査 ― 十六総合研究所は商船三井グループと業務提携しました ―

　 高度外国人材活用で地域課題解決へ

伝統技術と遊び心を融合。
社員の人生を豊かにする、460年企業の挑戦。
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　鍋屋バイテック会社　代表取締役社長 岡本 友二郎氏

紙冊子版をご希望の方は、
表紙裏の「お知らせ」をご覧いただき、
お手続きをお願いいたします。

2026年4月号以降は
Web版をご覧ください。

発行：十六総合研究所

Economic Monthly Report 2026 通巻846号　発行日／令和8年3月10日

vol.151202620263



【購読料（送料込）】

年間購読 14,850円（税込）／年年単位（4月～翌年3月）で
お申込みいただく場合

単品購読 1,650円（税込）／冊ご希望の号、冊数を
お申込みいただく場合

【お問い合わせ先】
十六総合研究所  企画事業部（TEL:058-266-1916）

　4月号以降も、引き続き紙冊子版をご希望の場合
は、有料となります。
こちらの二次元コード、または十六総合研究所の
ウェブサイトもしくはお電話（下記お問い合わせ
先）にてお申込みください。

お申込みをいただかない場合は、
4月号以降は『経済月報』を郵送いたしませんので、

無料のWeb版をご覧ください。

　環境負荷低減を目的としたペーパーレス化推進
のため、今後は、原則としてWeb版でのご提供と
させていただきます。
　2026年3月号までは、紙冊子版の価格表示にかかわらず
無料でお送りいたしますが、４月号以降も紙冊子版をご希望
の場合は、以下の通りお手続きをお願いします。なお、自治体
等の公的機関へは、引き続き無料で紙冊子版を寄贈いたしま
す（詳細後述）。

ぜひお得な年間購読をお申込みください。
なお、2026年度の年間購読のお申込みは
2026年3月31日（火）までにお願い申しあげます。

　お申込み手続き完了後、３営業日以内に受付完了メール
（請求書）を送信いたします。記載の指定口座へお振込みくだ
さい。受付完了メール（請求書）が届かない場合は、お手数で
すが下記お問い合わせ先までご連絡ください。

　現在、定期的に『経済月報』をお送りしている、行政お
よびその外郭団体、商工会議所、商工会、教育機関、図書
館等へは、地域貢献の一環として、従来通り紙冊子版を
無料で寄贈いたします。手続き等は不要です。

今後の『経済月報』のご提供方法について1

４月号以降も紙冊子版『経済月報』 を
ご希望の場合のお申込み方法

2

公的機関等の皆さまへ3

お知らせ

経済月報 購読
お申込みフォーム
二次元コード
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鍋屋バイテック会社
代表取締役社長
　岡本 友二郎氏

十六総合研究所
代表取締役社長
　澤田 大輔

Nabeya Bi-tech Kaisha

OKAMOTO Yujiro
鍋屋バイテック会社　代表取締役社長

岡本 友二郎氏

岐阜県関市に拠点を置く鍋屋バイテック会社。1560年（永禄3年）、織田信長が桶狭間の戦いで勝利した年から続く重厚な歴史を持
つ機械要素部品メーカーです。鋳物製造を起源とし、その伝統技術を基盤に、現在はプーリー、ミニチュアカップリング、特殊ねじ、機
械要素・メカトロニクス部品や直動サポート部品など、最先端の精密部品を開発・製造しています。ファクトリーオートメーション機器や
半導体製造装置など幅広い産業分野を支え、伝統と革新を両立させながら世界へ高品質な製品を供給するグローバル企業です。

　十六総合研究所  代表取締役社長　澤田 大輔
◎聞き手

「資本主義」ではなく「民主主義」の共同体でありたい。
「会社はみんなのもの」であり、そこで一緒に働く社員を
大切にする共同体でありたいと考えています。

鍋屋バイテック会社
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十六総合研究所
代表取締役社長　澤田 大輔

ものづくりを支える、20万点の圧倒的ラインアップ

―― 長きにわたる歩み

の中で、2001年に社名

を「鍋屋工業株式会社」

から「鍋屋バイテック会

社 」へ と 変 更 さ れ まし

た。まずは、この社名に

込 められた 想 い からお

聞かせいただけますか。

●岡本社長（以下、敬

称略）：「鍋屋」は、代々鋳物で鍋を作ってきた

屋号に由来する、私たちが継承すべき大切な名

前です。そこに、自転車（Bicycle）と同じく「2つ

の」を意味する「バイ」と、「テクノロジー」を掛け

合わせて、「バイテック（Bi-tech）」という造語

を組み合わせました。これは、伝統的な鋳物技術

と、それ以外の新しい技術を融合させていくとい

う決意を込めたものです。

―― 通称や英文社名から「株式会社」という言葉を

外し、あえて「会社(Kaisha)」とされている点に強

いポリシーを感じます。

●岡本：法人格としては「株式会社」ですが、

名称を「会社」とした理由は、一言で言えば「資

本主義」ではなく「民主主義」の共同体でありた

いという想いです。一般的なロジックでは「会社

は株主のもの」とされがちですが、私たちは「会

社はみんなのもの」であり、そこで一緒に働く社

員を大切にする共同体でありたいと考えていま

す。この「共同体」としての在り方を明確にする

ために、あえて「株式会社」という枠組みを超え

た「会社」という呼称にこだわっているのです。

―― その「共同体」という考え方は、採用や人材育

成にも色濃く反映されているのではないでしょう

か。採用にあたってどのような点を重視されていま

すか。

●岡本：能力や学歴以上に、「当社の社風に

合うかどうか」を最優先に見ます。具体的には、

挨拶をきちんとする、といった人間としての基

本や、カイゼン活動や資格取得に積極的に挑む

「向上心」などです。やる気さえあれば、能力は

必ず後からついてきます。

　人材育成については、社内では活発にジョブ

ローテーションを行っています。さまざまな業務

に携わる中で、幅広い知見を持つことができ、結

果としてその人の人生を豊かにすると信じてい

ます。

「株式会社」の枠組みを超え、
「民主主義」の共同体へ

採用は能力よりも人間性を重視

今回は、鍋屋バイテック会社　本社をお訪ね
し、代表取締役社長　岡本 友二郎氏からお話
を伺いました。
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鍋屋バイテック会社
代表取締役社長　岡本 友二郎氏

公園の中の自然豊かな工場「関工園」ものづくりを支える、20万点の圧倒的ラインアップ

―― 資格取得の奨励についても、非常にユニーク

な方針を取られていますね。

●岡本：以前から事務系・現場系を問わず、簿

記や技能検定などのビジネス資格を広く推奨し

てきました。2024年にテレビ番組「がっちりマン

デー！！」に出演したことをきっかけに、これをさら

に活性化させようと、趣味系の資格取得も認め

るようにしました。現在では、船舶免許、ゴルフ

検定、スキー検定、さらには空手・合気道・柔道と

いった武道やラジオ体操指導士なども対象に広

げています。

―― 趣味の資格が、仕事にどのようなプラスの影

響を与えるのでしょうか。

●岡本：例えば船舶免許を持つ人は釣りを嗜

んでいることが多く、社内のランチタイムなどで

共通の話題として花が咲きます。また、名刺にこ

うした資格を記載することで、お客さまや協力

パートナー先の方とのコミュニケーションのきっ

かけにもなります。誰がどの資格を持っているか

を現場に掲示することで、お互いのやる気を刺

激し合う効果も出ています。こうした「横や斜め

のつながり」は、新しい商品を生み出す際に極め

て重要です。商品開発には部門間の連携が不

可欠ですが、趣味を通じたネットワークが、自然

と他部署との意思疎通をスムーズにしてくれる

のです。

―― 貴社は多品種・少量生産のイメージが強いで

すが、現在は「標準品」のラインアップが充実してい

るそうですね。

●岡本：鋳物の中で標準品を作ったことが当社

の強みとなりました。鋳物業は、自動車関連企業

など大手企業の下請けになりやすく、図面通りに

作り、重量あたりの単価で量り売りするようなビ

下請けからの脱却と
「超ロングテール」戦略
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鍋屋バイテック会社

対談風景

鍋屋バイテック会社　代表取締役社長
岡本 友二郎氏（右）、
十六総合研究所　代表取締役社長
澤田 大輔（左）

遠隔操作や自働化で、鋳造現場の安全と快適を追求

自社開発の遠隔監視システム
「ezeio（イージー・アイ・オー）」

ジネススタイルに陥りがちです。自分たちで価格・

価値を決めることができない厳しい世界から脱

却するために、自ら設計・製造・販売を行う「自前

主義」をポリシーとして、標準品を開拓してきまし

た。現在は、標準品10万点、特殊品10万点の計

20万点というラインアップを揃えています。

―― 20万点ものラインアップを揃えながら、「短納

期」を実現するのは、バックヤードの構築も含めて

大変なのではないでしょうか。

●岡本：当社では「多品種・変量・短納期」を掲

げ、1本からのご注文にも即座に応えられる体制

を整えています。これを支えるのが、独自の在庫

管理と、国内外に広がる250社以上の協力パー

トナー先とのネットワークです。特にこだわってい

るのは、数年前に打ち出した「商品の廃止をしな

い」という方針です。

―― 商品を廃止しない、というのは在庫コストの面

で大きなリスクになりませんか。

●岡本：一般的な経営判断では在庫圧縮が優

先されますが、私たちは、「超ロングテール」とい

う考え方を取っています。分析データによると、

当社の製品は一度採用されると、20〜25%の確

率でその後もずっと使われ続けることがわかって

います。今年の売上は、今年売ったものではなく、

数年前からの積み重ねによって作られているの

です。いつ必要とされるかわからないけれど、必

要とされた瞬間に必ず在庫がある。その信頼こ

そが、私たちの強みです。

―― 供給体制を支える協力会社様との関係性も非

常に深いですね。

●岡本：私たちは協力会社様を大切なパート

ナーと考えています。年に一度、パートナーシップ

を結んでいる会社様に集まっていただく「NBK

未来の会」という会合を開催していますが、コロ

ナ禍などの危機の際にお互いを支え合った経験

を経て、より強固な信頼関係を築くことができて

います。

4

社
員
の
未
来
を
拓
く
コ
ー
ヒ
ー
栽
培

アグリテックへの挑戦。スマート農業を実践する「バイテックファーム」自社開発の遠隔監視システム
「ezeio（イージー・アイ・オー）」

【クラウド型遠隔監視システム】

第三のテック「アグリテック」で描く、高齢社員の

未来

―― 近年、新たな挑戦として「コーヒー栽培」を始め

られたと伺いました。製造業である貴社がなぜ農業

に参入されたのでしょうか。

●岡本：背景には、当社の「ひょうたん型」の人

口構成があります。今、60代は比較的少なく、50

代から増え始め、40代でまた少し減り、30代で多

くなるという構成です。将来、50代・40代の社員

が定年を迎える頃、現場の検査や梱包といった

仕事はAIや自動化によって置き換わっているで

しょう。そのとき、高齢になった社員たちが誇りを

持って、かつ採算を確保しながら働ける場所を作

りたいと考えたのが始まりです。伝統技術、新技

術に続く、第三のテックとして「アグリテック（農

業技術）」を立ち上げました。

―― そこで「コーヒー」を選んだ理由は何だったの

ですか。

●岡本：せっかくやるなら岐阜ではあまり挑戦さ

れていない、付加価値の高いものをやろうと思い

ました。そこで、高級品種のコーヒー生産に挑む

ことにしました。しかし、岐阜の気候で育てるの

は一筋縄ではいきませんでした。ビニールハウス

での栽培を始めた直後の4月、想定外の気温上

昇により、ハウス内が50〜60度になってしまった

のです。高温になったことを知らせる緊急アラー

ムは発動していたのですが、ちょうど来客対応中

だったため、すぐに対応することができず、危うく

全滅しかけました。

―― アラームが発動したということは、そのビニー

ルハウスには遠隔監視ができる仕組みなどが整備

されていたのですね。

●岡本：はい、もともと自社製品として持ってい

た「遠隔監視システム（ezeio）」をハウスに導入

しており、換気などを自動化していました。現在

は、このDX技術をさらに駆使して、自動でミスト

噴射や水やりもできる安定した栽培環境を構築

しています。

―― 自社のDX製品を農業に転用したわけですね。

そのコーヒーはいつ頃味わえるのでしょうか。

●岡本：今は苗木の状態ですので、最短で2

第三のテック「アグリテック」で描く、
社員の未来
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鍋屋バイテック会社

桃紅館は1,000点を超す桃紅氏の作品を所蔵

　◉逆流香型 　◉コーン型 　◉スティック型

※特別に許可を得て撮影しています。

新入社員が発案したお香立
て「焚香（たこう）」。一般消
費者向け市場への新たな挑
戦として誕生した。お香の
種類で煙や灰の動きが変わ
り、火山の多彩な表情を香
りと共に楽しめる。

香りを見る。新しい癒しのカタチ 《火山の形をしたお香立て》

篠田桃紅氏の作品を常設する「岐阜現代美術館　桃紅館」
年後くらいに豆が収穫できる予定です。将来

的には、本社の敷地内にある『 岐阜現代美術

館』の横にカフェを造り、そこで「桃紅（とうこう）

コーヒー」として提供したいという構想を描いて 

います。

―― 美術館のお話が出ましたが、貴社と篠田桃紅

氏の絆は非常に深いものがあります。オフィスに桃

紅氏の作品を飾るだけでなく、世界有数のコレク

ションを有する『岐阜現代美術館』まで運営されて

います。桃紅氏に傾注されたきっかけは何だったの

でしょうか。

●岡本：桃紅さんのお父様が岐阜の芥見出身

というご縁があり、彼女の作品が持つ感性が、 

私たちの事業の成り立ちやビジネスモデルに通

じるものを感じたことがきっかけです。本社のもと

もとの地名は「倉知向山」でしたが、桃紅さんが

岐阜にゆかりがあるということと、関市役所と提

携して美術館を運営していた経緯もあり、関市と

協議して「桃紅大地」に変更になりました。「桃紅

大地（とうこうだいち）」の「大地」は、私の先代

である岡本太一の名にちなんで、社内では「大地

（たいち）」と呼んでいます。アートに触れること

で、社員にとってもここが憩いの空間であり、新

しい発想を生む場所であってほしいと考えてい 

ます。

――  2 0 2 6 年 、新たな動きもあるとお聞きしま 

した。

●岡本：4月1日に全社のイノベーションを美濃

工園から起こしていくことを目的とした新たなオ

フィスとして「イノベーションセンター」のオープ

ンを予定しています。

伝統とアート、そしてグローバルな未来へ

6

●本社・関工園／岐阜県関市桃紅大地1
●創　　業／1560年（永禄3年）　　●設　　立／1940年（昭和15年）
●事業内容／機械要素部品の開発・製造・販売、鋳物ソリューションの提供
●グループ会社／NBKホールディングス株式会社、NBKマーケティング株式会社、
　　　　　　　　鍋屋百迪精密機械（蘇州）有限公司、鍋屋百迪精密機械（常州）有限公司、
　　　　　　　　NBK America LLC、NBK ASIA MANAGEMENT PTE. LTD.

会社概要

本社にて

朝廷から授かった
「御鋳物師」の免状

篠田桃紅氏の作品を常設する「岐阜現代美術館　桃紅館」

（対談日:2025年12月9日）

　創業460年を超える歴史を持つ同社は、

常に時代の先を見据え、鋳物という伝統技術

と最先端のテクノロジーを融合させ続けてい

ます。その独自の経営哲学は、社名の呼称か

ら社員の趣味の推奨、さらには岐阜でのコー

ヒー栽培に至るまで、一貫した「共同体」とし

ての思想に裏打ちされています。 250社の協

力パートナー先との絆を深め、商品の廃番を

せず、社員の趣味まで応援する。一見、効率性

とは逆行するように見えるそれらの施策こそ

が、20万点もの商品群と強固な組織力を支え

ていることを、強く実感しました。

＊ 取材後記 ＊

―― 最後に、これからの展望をお聞かせください。

グローバル競争が激化する中で、どのような未来を

描かれていますか 。

●岡本：グローバルに通用する会社であり続け

ることが不可欠です。現在は中国、アメリカ、シン

ガポールに拠点を置いていますが、私たちの強

みであるメカニカルとエレクトロニクスを融合さ

せた、世界に通用する商品をさらに生み出してい

きます。

　世界を見据えた技術・商品開発を加速させつ

つ、足元では農業を通じて社員の雇用を守り、

アートを通じて心の豊かさを育む。伝統を守りな

がら自己革新し続ける、そんな「鍋屋バイテック

会社」としてのまとまりを大切に、これからも挑戦

を続けていきたいですね。

―― 460年の重みと、未来への軽やかな挑戦。そ

の融合こそが貴社における経営の真髄だと感じまし

た。本日は貴重なお話をありがとうございました。
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Research
人手不足に関する特別調査
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全　体

2016年

89.6 86.1 82.3 83.8

【図表1】 社内で不足している職種が「ある」と回答した割合の推移
（2016年、2017年、2024年、2025年）

木材・木製品、紙・紙加工品、化学工
業、窯業・土石製品、鉄鋼・非鉄金
属、刃物・金属製品、プラスチック・
その他製造業、鉱業

個別業種 （21業種）

全業種　合 計 100.0%

回答数 比　率

229

68

34

19

37
42
6
23

29.7%

14.8%

8.3%

16.2%
18.3%
2.6%
10.0%

業種グループ

2. 加工・組立型

1. 素材型

※運輸業は回答数6件のため参考値

3. 生活関連・
　 その他

4. 建設業

5. 卸売・小売業

6. 運輸業

7. サービス業

建設業

一般機械器具、電気機械器具、
輸送用機械器具
食料品、繊維、衣類その他繊維製品、
家具・装備品、出版・印刷

卸売業、小売業

運輸業

サービス業

【図表2】 業種グループ

調査結果の概要

❶ 83.8％の企業が人手不足。
❷ 人手不足の影響として「需要増加に対応できない」を挙げた企業が最多で48.4％。
❸ 人手不足に対して効果があった対応は「賃金引き上げ」。
❹ 生成ＡＩを導入している企業は25.8％。

（注）本文中の図表の計数は、四捨五入の関係で内訳の合計等が合致しない場合がある。

調査要領
岐阜県、愛知県の企業に対し、Ｗｅｂと郵送を併用しアンケートを実施
2025年 9月1日～16日
有効回答数229社（岐阜県、愛知県の企業600社、有効回答率38.2%）

…
…
…

調 査 方 法
調 査 時 期
回 答 状 況

1.
2.
3.

　少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少に加
え、多様な働き方に対するニーズの増大、さらには
運輸・建設・医療業界などで顕在化する「2024年
問題」の影響などにより、当地域でも人手不足感
が強まっている。

　社内で人手が不足している職種の有無を尋ねた
ところ、人手が不足している職種が「ある」と答え
た企業は全体の83.8％だった【図表1】。コロナ禍
前の2017年９月調査の86.1％からは2.3㌽低下
したものの、前年調査からは1.5㌽上昇し、依然と
して高い水準で推移している。

　次に、調査対象を【図表2】の７つの業種グルー
プに分類してそれぞれの傾向をみた（なお、運輸
業は回答数が6件と極めて少ないため、参考値と
する）。人手が不足している職種が「ある」と答え
た割合が高いのは加工・組立型と運輸業で、９割
を超えた。その他の業種グループも概ね８割前後

　この現状を踏まえ、当地域の企業における人手
不足の実態と、それが経営に与える影響、そして
企業が講じている対応策等を明らかにするため、
「第212回東海地区企業動向調査」において特
別調査を実施した。

人手が不足している職種1

8

素材型  2025
（n=68）
素材型  2024

（n=74）

専門職・技術職
営業職・販売職

製造職
管理職
事務職

輸送・機械運転職
建築・採掘職
サービス職

その他

0.0 20.0 40.0 60.0

36.836.8
37.837.8

30.930.9
24.324.3

57.457.4
44.644.6

19.119.1
21.621.6

8.88.8
8.18.1
5.95.9
6.86.8

1.51.5
2.72.7

0.00.0
0.00.0
0.00.0
1.41.4

（%）（%）

全  体 2025
（n＝229）
全  体 2024

（n＝232）

専門職・技術職
営業職・販売職

製造職
管理職
事務職

輸送・機械運転職
建設・採掘職
サービス職

その他
0.0 20.0 40.0 60.0

（%）（%）

7.47.4
7.87.8
5.75.7
4.34.3
4.44.4

1.71.7
2.22.2
1.71.7

34.934.9
32.832.8
34.134.1

31.031.0
23.623.6

19.419.4
12.212.2
13.413.4

41.041.0
40.140.1

加工・組立型  2025
（n=34）
加工・組立型  2024

（n=36）

専門職・技術職
営業職・販売職

製造職
管理職
事務職

輸送・機械運転職
建築・採掘職
サービス職

その他

0.0 20.0 40.0 80.060.0

（%）（%）58.858.8
52.852.8

23.523.5
33.333.3

67.667.6
61.161.1

32.432.4
25.025.0

11.811.8
11.111.1

2.92.9
0.00.0
0.00.0
0.00.0
2.92.9
0.00.0
0.00.0
0.00.0

【図表5】 不足している職種（素材型）

【図表4】 不足している職種（全体）

【図表6】 不足している職種（加工・組立型）

【図表3】 社内で不足している職種が「ある」と回答した割合の推移　業種グループ別（2016年、2017年、2024年、2025年）

（%）

素材型

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0 2016 2017 2024 2025
加工・組立型

2016 2017 2024 2025
生活関連・その他

2016 2017 2024 2025
建設業

2016 2017 2024 2025
卸売・小売業

2016 2017 2024 2025
運輸業

2016 2017 2024 2025
サービス業

2016 2017 2024 2025

90.190.1
83.383.3

78.478.4
82.482.486.786.7

86.586.5
88.988.9

91.291.2
93.893.8

87.187.1
93.893.8

84.284.2
90.090.0

92.092.0
89.589.5

83.883.8
88.188.1

84.684.6
71.771.7

81.081.0
90.990.9

91.791.7
90.990.9
100.0100.0

87.587.5 87.587.5
81.881.8

78.378.3

で推移しており、全体として高い水準が続いている
【図表3】。
　人手が不足している職種を複数回答で尋
ねたところ、全体では１位が「専門職・技術職」

（41.0％）、2位が「営業職・販売職」（34.9％）、
3位が製造職（34.1％）となった。前回調査（2024
年）と比べ順位に大きな変動はなかったものの、上
位４項目は前回調査より割合が上昇している【図
表4】。
　業種グループ別にみると、最も人手が不足して
いる職種は、製造業中心のグループ（素材型、加
工・組立型、生活関連・その他）では「製造職」、建
設業では「専門職・技術職」、卸売・小売業、サービ
ス業では「営業職・販売職」、運輸業では「輸送・
機械運転職」であった【図表5～10】。多くの企業
において、いわゆる「現場」の仕事をする人材の不
足が続いていることがうかがえる。
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サービス業  2025
（n=23）
サービス業  2024

（n=11）

専門職・技術職
営業職・販売職

製造職
管理職
事務職

輸送・機械運転職
建築・採掘職
サービス職

その他

0.0 20.0 40.0 60.0

30.430.4
36.436.4
39.139.1

18.218.2
8.78.7

0.00.0
17.417.4

9.19.1
17.417.4
18.218.2

8.78.7
9.19.1

0.00.0
0.00.0

26.126.1
18.218.2

4.34.3
9.19.1

（%）（%）
【図表10】 不足している職種（サービス業）

建設業   2025
（n=37）
建設業   2024

（n=38）

専門職・技術職
営業職・販売職

製造職
管理職
事務職

輸送・機械運転職
建築・採掘職
サービス職

その他

0.0 20.0 40.0 80.060.0

67.667.6
71.171.1

21.621.6
23.723.7

2.72.7
2.62.6

18.918.9
13.213.2

5.45.4
13.213.2

0.00.0
0.00.0

32.432.4
21.121.1

0.00.0
0.00.0

2.72.7
0.00.0

（%）（%）
【図表8】 不足している職種（建設業）

卸売・小売業  2025
（n=42）
卸売・小売業  2024

（n=46）

専門職・技術職
営業職・販売職

製造職
管理職
事務職

輸送・機械運転職
建築・採掘職
サービス職

その他

0.0 20.0 40.0 80.060.0

19.019.0
21.721.7

64.364.3
52.252.2

9.59.5
8.78.7

26.226.2
15.215.2
16.716.7

10.910.9
9.59.5
8.78.7

0.00.0
0.00.0
4.84.8
2.22.2
2.42.4
4.34.3

（%）（%）
【図表9】 不足している職種（卸売・小売業）

全 体  2025
（n=192）
全 体  2024

（n=191）

需要増加に対応できない

今のところ大きな影響はない

技術力を維持できない

商品開発力を維持できない

事業継続が困難

その他

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

3.7

9.4

11.0

31.9

25.7 

50.3

2.6

6.8

12.5

29.2

31.3 

48.4

（%）（%）
【図表11】 人手不足による影響（全体）

【図表7】 不足している職種（生活関連・その他）

生活関連・その他  2025
（n=19）
生活関連・その他  2024

（n=16）

専門職・技術職
営業職・販売職

製造職
管理職
事務職

輸送・機械運転職
建築・採掘職
サービス職

その他

0.0 20.0 40.0 80.060.0

36.836.8
12.512.5

36.836.8
50.050.0
47.447.4

75.075.0
26.326.3

6.36.3
15.815.8

31.331.3
5.35.3

0.00.0
0.00.0
0.00.0
5.35.3

0.00.0
5.35.3

0.00.0

（%）（%）

※運輸業は回答数が少ないため割愛

　前問で「人手が不足している職種がある」と回
答した企業に、人手不足による影響を複数回答で
尋ねたところ、全体では「需要増加に対応できな
い」が48.4％（前回調査比1.9㌽減）で最多となっ

た【図表11】。人手不足が生じている企業の約5
割で、機会損失が発生する状況が続いている。
　一方、「今のところ大きな影響はない」と回答し
た企業の割合は31.3％（同5.6㌽増）と上昇し、２

位となった。次いで「技術力を維持できな
い」が29.2％（同2.7㌽減）で３位となっ
た。全体で約３割の企業が「技術力」、約
1割の企業が「商品開発力」の維持に不
安を感じており、商品・サービスの質や付
加価値、すなわち競争力の低下を懸念し
ている企業は少なくない。
　業種グループ別でみても、サービス業
を除くすべての業種グループで「需要増
加に対応できない」が最多となった。加
工・組立型と建設業では、約4割の企業が

人手不足による影響2
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-20.0
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※2025年調査では、選択肢に「福利厚生の充実」を追加した。
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等

その
他

その
他

2025年　n=229

2024年　n=232

15.715.7

27.027.0

5.25.2
11.811.8

15.315.3
7.97.9 7.07.0 5.25.2

－1.7－1.7

7.07.0
－0.5－0.5

13.713.7
22.022.0

9.09.0
12.912.9 13.413.4

6.16.1 7.47.4

－3.4－3.4
－0.4－0.4 0.00.0

【図表12】 人手不足への対応とその効果の比較（全体）2025年、2024年

　人手不足への対応とその効果を複数回答で尋
ねたところ、全体では、人手不足に対して効果が
あった対応は「賃金引き上げ」が前回調査に引き
続き最も多かった【図表12】。２位の「採用増」は
「効果がなかった対応」の１位でもあり、前回同様
に評価が分かれた。求人難のなか、希望通りの人
材を集めることが難しくなっており、新たに採用した
人材が十分な役割を果たせていないと感じる企業
や、採用枠を増やしても期待する応募数に達しな

い企業が少なくないと考えられる。
　ネット値（「効果あり」の割合から「効果なし」の
割合を差し引いた実質的な評価値）は、「賃金引
き上げ」が27.0で前回に引き続き１位となった。賃
上げ機運が高まるなか、人手不足への対応として
「賃金引き上げ」を実施する企業が増加しており、
多くの企業でその実効性が高まっていることがう
かがえる。
　次いで「業務の効率化・見直し」（15.7）が2位、

「技術力を維持できない」と回答している。また、
素材型と加工・組立型を除くすべての業種グルー
プで「今のところ大きな影響はない」の割合が上
昇しており、人手不足の状況を前提とし、その影響

を受けにくい経営を行う企業も増えていることがう
かがえる。

人手不足への対応とその効果3
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何かしら実施している 実施している項目はない 無回答

（n＝229）
（n＝68）
（n＝34）
（n＝19）
（n＝37）
（n＝42）
（n＝ 6 ）
（n＝23）

全　体
素材型

加工・組立型
生活関連・その他

建設業
卸売・小売業

運輸業
サービス業

（%）

87.887.8 8.38.3 3.93.9

15.815.8 5.35.3

7.47.4
2.92.9

85.385.3 7.47.4
97.197.1

78.978.9
81.181.1 5.45.4

4.84.8
13.513.5

92.992.9 2.42.4

13.013.087.087.0
100.0100.0

【図表13】 定着率向上に向けた取組みを実施しているか（業種グループ別）

2024年（n=215） 2025年（n=201）

賃金水準の
引き上げ

総労働時間の
短縮

福利厚生の
充実

休暇制度の
改定

育児・介護休職
制度の改定

女性の
活躍推進

多様な勤務
形態の導入

　研修制度の
充実

その他

（%）82.8 

42.3 39.1 
28.8 

15.3 
22.3 19.1 

8.8 
0.9 

84.6 

42.8 38.3 
32.3 

26.4 22.4 17.4 13.9 
0.0 

【図表14】 定着率向上に向けた具体的な取組み（全体）

　人材の定着率向上に向けた取組みについて尋
ねたところ、「何かしら実施している」と回答した
企業は全体の87.8％、無回答を除いた有効回答
ベースでは91.4%に達しており、大半の企業に
とって定着率向上は喫緊の課題となっている【図
表13】。業種グループ別にみると、加工・組立型、
卸売・小売業、運輸業では「何かしら実施してい

る」の割合が９割以上を占めた。
　「何かしら実施している」企業の、定着率向上に
向けた具体的な取組みとしては、全体では「賃金
水準の引き上げ」（84.6％）が他の項目を大きく引
き離して最多となった【図表14】。2位の「総労働
時間の短縮」（42.8％）と比較しても約2倍の実施
率となっており、人材流出を防ぐためには給与面

「外国人材の活用」（15.3）が3位、「定年引き上げ
（再雇用）」（11.8）が4位と上位の順位に変動は
なかった。3位の「外国人材の活用」は「効果なし」
と回答した割合が低く、実効性が高い施策と言え
るだろう。
　2025年調査から新たに追加した「福利厚生の
充実」のネット値は5.2となっており、「パート・臨時
雇用の正社員登用」と同等の効果が認められてい
る。

　自由コメント欄では、「地域建設業は、技術者不
足(高齢化による担い手不足)という課題に直面し
ている。継続的な正規社員採用が望まれるが、次
世代への事業・技術の継承がなかなか進まないの
が現状である（建設業）」、「大企業と中小企業の
雇用条件の乖離により、どんどん人材の確保が難
しくなっている。ベースアップなどを実施しても格
差が開く一方で対策が難しい。（電気機械器具）」
など、採用に苦慮する声が寄せられた。

定着率向上に向けた取組み4
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全　体 （n=201）
素材型 （n=58）
加工・組立型 （n=33）
生活関連・その他 （n=15）
建設業 （n=30）
卸売・小売業 （n=39）
運輸業 （n=6）
サービス業 （n=20）

0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
0.0
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84.5
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80.0
87.2
100.0
80.0

42.8
34.5
45.5
60.0
60.0
28.2
50.0
50.0

38.3
46.6
24.2
40.0
53.3
28.2
66.7
25.0

32.3
24.1
30.3
26.7
60.0
20.5
0.0
55.0

26.4
25.9
21.2
20.0
46.7
20.5
33.3
20.0

13.9
5.2
21.2
6.7
26.7
12.8
16.7
15.0

17.4
17.2
15.2
6.7
20.0
10.3
16.7
40.0

22.4
15.5
21.2
20.0
30.0
30.8
50.0
10.0

賃金水準の
引き上げ

総労働時間の
短縮

福利厚生の
充実

休暇制度の
改定

育児・介護休職
制度の改定

女性の
活躍推進

多様な勤務
形態の導入

研修制度の
充実

（%）
そ
の
他

フレックスタイム制

テレワーク・リモートワーク

裁量労働制

その他

（%）

71.4  

42.9  

11.4  

17.1  

【図表16】 多様な勤務形態として導入している制度等
（全体） n=35

【図表15】 定着率向上に向けた具体的な取組み（業種グループ別）

での処遇改善が必要であると多くの企業が判断し
ていることがうかがえる。2位の「総労働時間の短
縮」、３位の「福利厚生の充実」（38.3％）、４位の
「休暇制度の改定」（32.3％）は、ワークライフバ
ランスを重視する現在の労働者のニーズに応える
取組みといえる。
　また、「育児・介護休職制度の改定」は前回
調査（15.3％）から11.1ポイント増の26.4％と
なり、大幅に上昇している。これは2025年の育
児・介護休業法の改正（段階的施行）を受け、社
内制度の見直しや環境整備を進めた企業が増
えたためであると推察される。一方で、「女性の
活躍推進」（22.4％）、「多様な勤務形態の導入」

（17.4％）、「研修制度の充実」(13.9%)は、定
着率向上へのアプローチとしては、対象者が一部
に限定されることもあり優先度が低い傾向にあっ
た。
　業種グループ別でみると、すべての業種グルー
プにおいて「賃金水準の引き上げ」と回答した割
合が８割以上に達し、定着率向上に向けた取組み
として最多となった【図表15】。
　「建設業」においては、賃金面のみならず、「休
暇制度の改定（60.0%）」や「総労働時間の短縮
（60.0%）」の割合が他業種と比べて高くなって
いる。労働環境全般を多面的に見直す動きが広
がっている背景には、2024年4月から建設業でも
適用が開始された「時間外労働の上限規制（い
わゆる2024年問題）」への対応があると考えられ
る。
　また、「多様な勤務形態の導入」と回答した企業
（35社）に、導入している制度を具体的に尋ねた
ところ、「フレックスタイム制（71.4%）」が最も多
く、次いで「テレワーク・リモートワーク(42.9％)」
が多かった【図表16】。一方、「裁量労働制」は
11.4%に留まっている。

　生成ＡＩの導入状況について尋ねたところ、「導
入予定はない」が最多で、全体の42.4%となった
【図表17】。次いで「導入を検討中」が21.0%、
「部署・個人の判断で導入」が19.7％と続いた。

「全社的に導入（6.1％）」と合わせても、導入済
みの企業は本調査実施時点で25.8％にとどまっ
ている。
　一方、「導入予定はない」または「生成ＡＩにつ

生成AI の導入について5
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【図表17】 生成ＡＩを導入しているか（業種グループ別）

 （n=229）

 （n=68）

 （n=34）

 （n=19）

 （n=37）

 （n=42）

 （n=6）

 （n=23）

全　体

素材型

加工・組立型

生活関連・その他

建設業

卸売・小売業

運輸業

サービス業

全社的に導入 部署・個人の判断で導入 導入を検討中
導入予定はない 生成AIについてよく知らない/関心がない 無回答

（％）

19.719.76.16.1

13.213.25.95.9

32.432.42.92.9

36.836.85.35.3

13.513.55.45.4

16.716.74.84.8

33.333.3

17.417.417.417.4

21.021.0

20.620.6

35.335.3

15.815.8

18.918.9

16.716.7

33.333.3

13.013.0

42.442.4

45.645.6

29.429.4

31.631.6

40.540.5

52.452.4

33.333.3

47.847.8

9.29.2

11.811.8

10.510.5

16.216.2

9.59.5

4.34.3

1.71.7

2.92.9

5.45.4

25.8% 51.6%

（研究員　藤木 由江）

　企業が直面する人手不足は、かつての「採用
増」という入口対策だけでは解決が困難になって
いる。人手不足による倒産も増加する中、今後も
事業を継続・拡大していくためには、以下のような
多面的な取組みが必要だと考えられる。

　第一に、処遇改善と柔軟な環境整備による「人
材の定着」である。賃上げはもとより、時間や場所
の制約を緩和した働き方の拡充は、育児・介護・趣
味のための時間確保など、現代の労働者が重視
する多様なライフスタイルの実現につながり、人材
の定着・離職防止に有効な手段といえる。

　第二に、「多様な人材の活用」である。2027年
には「育成就労制度」の運用が開始される。シニ
ア・女性の活躍推進に加え、外国人材を有望な戦
力として受け入れを検討・推進していく必要性は、
今後ますます高まるだろう。また、ギグワーカーや
外部プロフェッショナルの活用等、必要な時に必要

な人手・スキルを外部から調達する柔軟性や開放
性も重要となるだろう。

　第三に、「デジタル技術の活用による生産性向
上」である。人手そのものを増やすことが困難な状
況下で、生成AIを含むデジタル技術の活用は、労
働生産性を高めるための有力な選択肢の一つで
ある。現状では導入に慎重な企業が半数を超えて
いるが、生成AIの恩恵はすべての業種に及び、早
期の導入により競争優位につながる可能性が高
い。現在はメリットを感じにくい業種・企業において
も、将来的な競争力維持の観点から、まずはできる
ところからの導入検討が推奨される。

　人手不足という逆風を、組織文化の刷新や生産
性向上の好機と捉え、自社にとって最適な対策を
継続していくことが、持続可能な経営を実現する
鍵となるだろう。

いてよく知らない／関心がない」と回答した企業
が51.6％を占めており、生成ＡＩの活用を推進・検
討する企業と、消極的な企業が半々という結果と
なった。

　業種グループ別でみると、「生活関連・その他」
や「加工・組立型」などにおいて導入済みの割合
が高い。特に「加工・組立型」では「導入を検討
中」が35.3%と全業種で最も高く、一層の普及が
見込まれる。

おわりに6
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出所：国立社会保障・人口問題研究所　日本の地域別将来推計人口　令和5（2023）年推計　より十六総合研究所作成
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［コンサルティング部　部長　小川 哲哉］

　「求人を出しても、まったく人が集まらない」。訪問
先の経営者から、そんな悲痛な声が聞こえて久しい。
岐阜労働局によれば、県内の正社員有効求人倍率は
昨年12月時点で1.74倍と高止まりしている。地方で
は今後、労働力が増える見込みは乏しい。国立社会保
障・人口問題研究所の推計では、岐阜県の生産年齢
人口は2050年には2020年比で約3割も減少する。も
はや従来の「正社員雇用」という枠組みだけでは、地
域の産業を守りきれない時代が到来している。
　そんな閉塞感を打破する一手として、都市部のプ
ロ人材を「副業」で招き入れる動きが始まっている。こ
れは単なる人手不足の穴埋めではない。週に数時間、
リモートワークを通じてDX（デジタルトランスフォー
メーション）やマーケティングなどの専門知識を有す
る人材の知見を借りる、いわば「頭脳のシェア」だ。地
方の企業では獲得が難しい高度なスキルを現実的
なコストで取り込み、販路拡大や新商品開発といった

「攻めの経営」へ踏み出す契機となる。
　風向きは変わった。大企業の副業解禁が進み、「移
住は難しくとも、地方の役に立ちたい」と考える都市

部の若者も増えている。十六総合研究所が携わった
岐阜県関市の副業人材マッチング支援事業では、セ
ミナーに参加したほぼ全ての企業から前向きな評価
が寄せられた。1人の副業人材募集に対して都市部か
ら20人以上の応募が集まる例も相次ぐなど、確かな
手応えを感じている。
　プロジェクトを通じ、心の絆で結ばれた副業人材
は、地域づくりの頼もしい担い手となるだろう。副業
で働く人たちは単なる外注先ではない。ともに働く地
域の一員だ。「関係人口」とは、「定住人口」でも「交流
人口」でもない、地域の人々や産業と多様に関わり続
ける人々のことを指すが、都市部の人々が副業を通じ
て地域の関係人口となることにも大きな意義がある。
　リモートワークの普及により、居住地やオフィスに
縛られない働き方が可能となった。今こそ、都市の知
見と地元の情熱を掛け合わせ、関係人口を上手に活
用した「攻めの経営」を実現するチャンスだ。その成功
は、地域経済を持続可能なものへと変えていく一つの
鍵となるだろう。

「副業人材　地方の課題解決に貢献」

十六総合研究所の研究員やコンサルタントが、皆さまのビジネスの「次の一手」や、
日々の活動のヒントになる新しい視点をお届けします。
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外国人人材紹介の流れ

外国人人材紹介の流れ（スキーム図）
◼ 十六総合研究所と商船三井およびMOLCAREERは、外国人人材事業を通し地域経済のさらなる発展とグローバル化に貢献していきます。

ｃ

・商船三井グループが、必要とする外国人人材について丁寧にヒアリングの上、最適な採用プランをご提案
・転職サイトの活用・情報提供、採用代行、コンサルティング
・商船三井グループと十六総研の共催で、地元企業を対象とした採用セミナーの開催も可

・商船三井グループは、外国人人材に親身に寄り添い、日本での最適な仕事と企業との出会いを支援
・エントリーシート対策、模擬面接、求職者相談窓口の設置、インターンシップの実施も可
・商船三井グループと十六総研との共催で、就職説明会の開催も可

企業に対する支援
ミスマッチ低減

外国人人材（留学生など）に対する支援

十六FGのお取引先企業

①

外国人人材活用の
提案

外国人人材活用の
ご相談

②外国人人材活用を検討している企業の紹介

④募集
募集面談(審査)
履歴書作成支援

⑥フォロー対応
フォロー面談
各種教育研修

⑤面接支援 ⇒ 採用 外国人人材
（留学生中心）

大学、専門学校、日本語学校等

③必要とする外国人人材の
特性についての意見交換

【図１】 外国人人材紹介の流れ（スキーム図）

• 十六総合研究所： 取引先企業の中から外国人人材の採用ニーズを掘り起こし、求人情報を商船三井グループと共有する。
• 商船三井グループ： MOL CAREERを通じて、条件に合致する外国人人材を紹介する。

提携による新サービスの枠組み

提携の背景

十六総合研究所 コンサルティング部

　当社、株式会社商船三井（代表取締役 社長

執行役員:橋本剛氏、本社:東京都港区、以下

「商船三井」）、および同社子会社の人材紹介

会社・株式会社M
エムオーエル

OL C
キャリア

AREER（代表取締役:

渡邉健太氏、本社:東京都港区、以下「MOL 

　当社は2019年から人材紹介事業に取り組ん

でおり、現在では主力事業のひとつとなっていま

す。一方で、地域経済を支える中堅・中小企業の

人材ニーズは変化しており、特に海外営業やイン

バウンド対応等の専門性の高い業務を担える外

CAREER」）の3社が提携することで、地域の

中堅・中小企業の皆さまを対象に、新たな外国

人材紹介サービスを展開します。スキームの概

要は以下の通りです。

国人材の需要が高まっています。

　こうしたニーズに応えるべく、一般的な技能実

習生の紹介ではなく、在留資格「技術・人文知

識・国際業務（技人国）」を持つ高度外国人材を

紹介することで、地元企業の国際業務の拡大を

　株式会社十六総合研究所（以下「当社」といいます。）は、2026年1月15日、海運大手の商船三井グ
ループと外国人材の活用支援に関する業務提携を締結しました。地方銀行系シンクタンクの顧客基盤と、 
グローバル企業の専門ノウハウを融合させ、地域企業における「深刻な人手不足の解消」と「海外展開支
援」を目的として取り組んでまいります。以下、本提携の内容について、詳しくお伝えします。

― 十六総合研究所は商船三井グループと業務提携しました ―
高度外国人材活用で地域課題解決へ

Special  Report【特別レポート】
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【図２】 サービスの概要

外国人人材紹介サービス

主な対応職種

●国際業務
 （海外営業、インバウンド対応、海外拠点とのブリッジ人材） 

●エンジニア
 （ I T・機械・電気・建築設計・施工管理）

● 大卒以上、高度な日本語力＋語学・技術スキル

● 12,000名超のアジア・ASEAN人材データベース

● 60社の外国人人材紹介会社・250名の専門家ネット
　ワークを活用し多様な外国人採用ニーズに迅速対応

●外食・宿泊・ビルクリーニング・介護・
　飲食料品製造・自動車整備・航空・自動車運送業・
　造船・舶用工業など全16分野

●現地送り出し機関との強力な連携により、
　送り出し・教育・在留資格申請まで一貫対応
●主要提携国（送出ネットワーク）

●来日後も商船三井全国拠点＋各母国語に対応した
　支援専門チームで安定就労を支援

特 徴

登録支援サービス（特定技能）

【 提 携 済 】フィリピン、ミャンマー、インドネシア、
　　　　　 ベトナム、中国、インド、ケニア、バングラデシュ

【提携予定】 ネパール、タイ

MOL CAREER　代表取締役 渡邉 健太氏
商船三井　名古屋支店支店長 池原 修氏
十六総合研究所　代表取締役社長 澤田 大輔

調印式の様子
（右側より）

※ N1：新聞の社説が理解できる。N2：社内文書やマニュ
アルを理解できる。N3：日常会話、簡単な業務指示が理
解できる。

今後の展望

商船三井グループの強みを生かす

2. ワンストップ支援：

1. 高度人材への対応：主に海外業務を担う高度な専門性を持つ人材を紹介することで、企業の
成長戦略を支援します。

人材の紹介にとどまらず、複雑な在留資格の手続き支援や、来日後の生活
支援までを包括的に提供します。

【お問い合わせ先】 十六総合研究所 コンサルティング部　TEL:058-266-1916

　最大の特徴は、商船三井グループが長年培っ

てきた「外国人材の育成と管理の知見」を生か

せる点にあります。同グループはフィリピンなど

での船員養成実績を基に、質の高い外国人材

紹介事業を展開しています。実務を担うMOL 

　当社は商船三井グループとの連携により、東

海地区の企業における課題解決に向けた高度

外国人材の雇用を促進するなかで、地域社会の

CAREERは、高度人材や特定技能の外国人材

紹介を強みとしています。今回の提携により、当

社が紹介できる人材の幅が広がり、より多様な

ニーズに対応できるようになります。

持続的な発展に貢献していく所存です。本件に

関するお問い合わせ・ご相談は、下記までお気軽

にご連絡ください。

支援していきたいと考えました。新サービスで紹

介可能な外国人材の約8割は、日本語能力試験

（JLPT）でN1～N3相当の語学力※を有します。
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WWeebb開開催催

2026年度
じゅうろく新入社員セミナー

「じゅうろく新入社員セミナー（オンデマンド配信）」では、新入社員が社会人としての心構えとマナーの

基本が学べるカリキュラムを体系的にラインアップしています。また、業種や職種に応じて、目的に

沿った内容を組み合わせて利用することも可能です。

配配信信期期間間

特特 徴徴

受受講講料料

カカリリキキュュララムム

１社（１アカウント）につき

２7，5００円（税込）
※ １アカウントで、全カリキュラムが視聴可能です。

● 新入社員研修に必要なカリキュラムが揃っています。

● １社１アカウント(契約)で、何名様でも受講いただけます。

● 何時でも、何処でも、何度でも、見たい研修を視聴できます。

● パソコンがあれば追加ソフト不要です。

● ＰＣ、スマートフォン、タブレット対応です。

3月25日(水) ～ 6月24日(水)

共催 十六総合研究所
十六銀行

オンデマンド形式

時間

社会人としての心構え 全４７分

新入社員  ３つの心得 全１３分

ビジネスマナーの基礎知識 全３８分

社会人としての身だしなみ 全４９分

相手を不快にさせない言葉遣いの実践講座  ～基本マナーを身につける～ 全５２分

電話応対講座 全４５分

ビジネスメールの基礎知識 全58分

相手のココロを動かすコミュニケーション術 全４０分

「折れない心」の作り方    職場でのモチベーションとコミュニケーション 全４２分

SNSの危険性  ～社会人としてのSNSの利用を考える～ 全72分

社会人必須！  「出張報告書」の作成から学ぶ社内文書の作り方 全２０分

新社会人なら必須！  エクセルビジネス活用講座  ～日々の業務に使える１５の技～ 全３４分12 ＰＣスキルアップ

10 マインド

11 ＰＣスキルアップ

8 コミュニケーション

9 マインド

6 電話応対

7 コミュニケーション

4 ビジネスマナー

5 コミュニケーション

2 マインド

3 ビジネスマナー

№ カテゴリ セミナータイトル

1 マインド

※セミナータイトルや時間は変更になる場合がございます。
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◇ 動画研修がクリックひとつで視聴可能！

パソコンやスマホ、タブレットから専用サイトにアクセスすることで、選択したコンテンツがクリックひとつで即座に視聴できます。

◇ 何時でも、何処でも、何度でもご利用可能！

時間、場所を問わずアクセス可能なインターネットの特性を活かし、いつでもどこでも利用可能です。

受講者の都合に合わせて、何度でも繰り返し視聴することができます。

◇「新入社員研修」に必要なカリキュラムを厳選して配信！

「マインド」・「ビジネスマナー」・「コミュニケーション」など、「新入社員研修」としての必須カリキュラムや、実際の現場で役に立つ

「電話応対」・「パソコンスキルアップ」など、厳選したコンテンツをラインアップしました。

オオンンデデママンンドド配配信信ののメメリリッットト

受受講講ににああたたっってて

おお申申込込みみははホホーームムペペーージジかかららどどううぞぞ !!
検検索索

www.16souken.co.jp

十六総研 セミナー

お問い合わせ先 ： 十六総合研究所 企画事業部 TEL：058-266-1916 （平日／9:00～17:00）

来場形式・オンライン形式の新入社員セミナーも、お申込み受付中です！

対　象 十六フィナンシャルグループのグループ各社のお取引先企業における新入社員のみなさま

１社（１アカウント）につき、２７，５００円（税込）

※１アカウントで、同時に複数人が視聴可能です。

※１アカウントで、全カリキュラムが視聴可能です。

①十六総合研究所のホームページからお申込みをお願いします。

②折り返し「受付完了メール（兼請求書）」をお送りいたします。

　　受付完了メール内に記載の振込先に、お振込みをお願いいたします。

③お振込みをご確認させていただいた後、３月２４日（火）以降順次、ログイン用のIDとパスワードを、

　　ご登録いただきましたメールアドレス宛にお送りします。

④３月２５日（水）から６月２４日（水）の期間中に、十六総合研究所のホームページ

　　（www.16souken.co.jp）からログインしていただき、ご視聴ください。

※振込手数料は、貴社にてご負担くださいますようお願い申し上げます。

※受講料は、理由の如何にかかわらずお返しできませんので、あらかじめご了承ください。

お申込期限 ２０２６年４月２３日（木）

・アカウントのIDおよびパスワードの管理にはご注意ください。

・ISDNや回線速度の遅いADSL回線の場合では、十分な品質が維持できない可能性があります。

　また、企業内のファイヤーウォールや他のセキュリティ環境があるLAN内ではご覧いただけない場合

　があります。サンプル画面で動作確認いただいた上で、お申込みください。

・本サービスは電気通信設備の保守上、やむを得ず停止する場合があります。

・本サービスで提供するコンテンツの正当性・妥当性・適法性等については細心の注意を払っております

　が、その保証をするものではありません。

・本サービスで配信するコンテンツを無断で複写、複製、転載、頒布することおよび集合研修の開催等

　による二次利用を禁止します。

・本サービスおよびその一切の派生物にかかる著作権、特許権その他の知的財産権ならびに所有権

　その他いかなる権利も付与せず、利用者はこれらの権利を第三者に譲渡することはできません。

・視聴に必要な推奨環境は以下の通りです。

・Microsoft Windows11　・mac OS 14 以降　

・Android 10 以降　・iOS 16 以降

・Google Chrome（最新版）　・Microsoft Edge（最新版）

・Safari（最新版）

接続回線速度 高画質での視聴の場合：１．５Mbps以上

受講料

お申込方法

ご注意事項

対応OS

対応ブラウザ

19Economic Monthly Report 2026_03



Representative O
ffice

【写真1】EV首位のBYDは大幅値引きをアピール

BYDの大幅値引き 

その他の中国EVメーカーも値引きをアピール 

　タイの首都バンコク近郊で、タイ最大級の自動車商談会「第42回タイ国際モー
ターエキスポ2025」が昨年11月29日から12月10日まで開催され、自動車メーカー
42社、バイクメーカー16社が出展しました。低迷が続いていた新車市場が底を打
ち、回復に向かう中で始まった本エキスポでは、中国EVメーカーによる激しい値引
き競争と、日系各社のハイブリッド車（HV）を前面に押し出した展示に来場者の注
目が集まりました。
　開催期間中における受注台数は7万5,246台で、前年比45％増となりました。1
位はトヨタ自動車の1万872台、2位はホンダの6,278台、3位はBYD（比亜迪）の
6,212台、4位以下にはEVに強みを持つ中国系メーカーが続きました。

　今回のモーターエキスポでは、特に中国EVメーカーの値引きが注目を集めまし
た。タイのEV市場でトップを走るBYDは、全ブランドの中で最大の展示スペースを
確保し、既存モデルの値引きを前面に打ち出す戦略を取っていました。同社のブー
スを訪れると、展示車両のフロントガ
ラスには、値引き後の価格が大きく
張り出されていました【写真1】。ちな
みに最安モデルは、小型車「ドルフィ
ン」の44万9,900バーツ（約225万
円）で、通常価格56万9,900バーツ
からの割引率は21％でした。

　EV市場で2位のMG（名爵）も、BYDと同様に値引き後の価格をアピールする戦
略を展開していました。タイ現地で生産している小型車「MG4エレクトリック」の実
売価格は51万9,900バーツ（約260万円）で、通常価格の70万9,900バーツからの
割引率は27％にも達します。
　中国EVメーカーが総じて大幅な値引きを実施した背景には、タイ政府のEV普及
奨励策「EV3.0」による補助金支給の条件が「25年12月31日までに販売し、26年
1月31日までに登録すること」であった点が挙げられます。各社とも補助金支給の
期限を見据えて販売に追い込みをかけていた反動で、「EV3.0」の終了とともにEV
の販売にも一服感がでる見込みです。

中国小型ＥＶの値引き競争過熱
　日系各社、ＨＶの上積み狙う
十六銀行　バンコク駐在員事務所　所長　松岡　修

タイ
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【写真2】観客の注目を集めた「アバター07」の洗練された内装

【写真3】トヨタ自動車の特別仕様車
「ヤリス・クロス・ナイトシェード」

日本メーカーはHVを前面に押し出す戦略 

2026年の自動車生産見通し 

さいごに 

　EV市場で攻勢を強める中国EVメーカーと異な
り、日本メーカーは多様な電動化を推進していま
す。販売台数1位となったタイ国トヨタ自動車は、
新型EVピックアップトラック「トラボ－e」やEV
「bZ4X」などとともに、小型セダンHV「ヤリス
HEV」や小型SUV「ヤリス・クロス」などのHV車
を積極的にアピールしていました【写真3】。ホン
ダや三菱自動車、日産などの日本メーカーも相次
いで新型HVモデルを発表しており、EVを推し進
める中国メーカーに対し、日本メーカーはHVで
対抗している印象を受けました。

　タイ工業連盟（FTI）は、12月22日に発表した2026年の自動車生産台数見通し
を、2025年と同水準の約145万台とする従来の目標を据え置きました。好調なEV
販売に寄与した「EV3.0」が「EV3.5」に移行し補助金は縮小するものの、政策金
利の引き下げや雇用改善による所得増が追い風となり、景気回復の兆しも見え始め
ていることから、生産・販売は前年並みの水準を維持すると見込まれます。

　EV補助金が縮小する中、今後はタイおよび東南アジアのニーズに合致したモデル
の投入や販売価格の設定など、各メーカーの動向に注目が集まるでしょう。十六銀
行バンコク駐在員事務所では、東南アジアの最新情報を収集し、お客さまに有益な
支援策を提供していきたいと考えています。

　小型EVの値引き合戦が過熱する一方、異なる意味で観客の関心を集めていたの
が、長安汽車傘下のEVブランド「アバター」です。エキスポで発表されたアバター
の高級EV「アバター07」は、インパネを囲むように配置されたディスプレーが特徴

で、カメラ式サイドミラーやマッサー
ジ機能付きシートなどを搭載してお
り、販売価格は165万9,000バーツ
（約830万円）からとなっていました
【写真2】。小型EVと比較して高価
格にもかかわらず、会場では試乗を
希望する人の列ができていました。
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G I F U  U N I V E R S I T Y  H O S P I TA L

【図１】　直腸の解剖図

出所：ESS Website
https://www.ess.jjkkpro.jp/
material/anatomy06

早期発見のメリット早期発見のメリット

大腸がん検診の重要性大腸がん検診の重要性

　一方で、大腸がんは早期に発見し、適切な治
療を行えば治癒が十分に期待できるがんです。
特に、早期の大腸がんであれば、必ずしもおな
かを切る手術が必要になるわけではありませ
ん。がんが粘膜内やごく浅い層にとどまってい
る段階で見つかれば、内視鏡を用いて病変を切
除する「内視鏡治療（EMR:内視鏡的粘膜切除
術、ESD:内視鏡的粘膜下層剥離術）」によって、
身体への負担を最小限に抑えながら根治が可
能です。入院期間も短く、早期の社会復帰が期

　40歳代から60歳代は、仕事や家庭で中心的な役割を担い、責任も大きくなる時期です。そのためか、
「多少の体調不良は我慢する」「忙しくて病院に行く時間が取れない」と、自分の健康を後回しにして
しまう方も多いのではないでしょうか。しかしこの年代は、大腸がんをはじめとするがんの発症リスク
が高まる時期でもあり、特に注意を要します。最新のがん統計では、大腸がんは男女合わせた罹

り

患
かん

数
で最も多いがんとなっており、働き盛りの世代にとって決して他人事ではありません。

　こうした背景から、大腸がんの早期発見において重要なの
が、企業健保や職域で行われる大腸がん検診を積極的に活用
することです。便潜血検査は、便を採取するだけで受けられる
簡便な検査であり、仕事で忙しい世代にとって非常に有用で
す。異常が指摘された場合には、大腸内視鏡検査などの精密検
査につなげることで、内視鏡治療で治癒が期待できる早期が
んの段階で発見できる可能性が高まります。「大腸がんになる
と人工肛門になるのでは」と心配される方も多いと思います。
しかし、医療技術の進歩により、以前であれば人工肛門が必要
だった直腸がんでも、肛門を温存できるケースが大きく増えて
います【図1】。

待できる点は、忙しい働き盛りの世代にとって
大きなメリットといえるでしょう。
　問題は、こうした「内視鏡だけで治せるチャン
スのある早期段階」では、自覚症状がほとんど
ないことです。がんが進行すると、血便や下血、
下痢と便秘を繰り返す、便が細くなる、便が残る
感じがするといった症状が現れます。さらに、腹
痛、体重減少、貧血によるふらつきなどが出るこ
ともあります。これらは決して「年齢のせい」で
片づけてよい症状ではありません。

教授

松橋 延壽
臨床講師

横井 亮磨
臨床講師

松本 圭太
特任講師

浅井 竜一
講師

田島 ジェシー雄
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あなたとの対話が創る　信頼と安心の病院

［
診
療
科
］

内科／消化器内科／循環器内科／腎臓内科／呼吸器内科／血液・感染症内科／脳神経内科／外科／消化器
外科／心臓血管外科／呼吸器外科／乳腺外科／脳神経外科／整形外科／形成外科／精神科／小児科／皮膚
科／泌尿器科／産婦人科／眼科／耳鼻咽喉科／リハビリテーション科／放射線科／放射線診断科／放射線治
療科／病理診断科／救急科／麻酔科／歯科／小児歯科／矯正歯科／歯科口腔外科         ※麻酔科標榜医／紙谷 義孝

　最後に、健康のためのワンポイントとしてお伝えしたいのが、日常的な運動の大切さです。
近年の研究により、適度な運動習慣が大腸がんの再発リスクを下げ、予後を改善する可能性が
あることが、国内外のエビデンスとして示されてきています。運動は体力の維持だけでなく、
免疫機能の活性化、炎症の抑制、腸の働きの改善、体重管理などを通じて、がんの再発予防や
全身の健康に良い影響を与えると考えられています。

　特別なことを始める必要はありません。速歩きや軽い運動を日常に取り入れること、そして定期的に検診
を受けること、その一つひとつの積み重ねが、将来の大きな安心につながります。大腸がんは、「早く見つけ
れば、身体への負担を最小限にして治せるがん」であり、さらに正しい生活習慣と運動によって再発予防も
期待できる時代になっています。
　忙しい毎日の中だからこそ、どうかご自身の体にも目を向けてください。検診を受けること、少し体を動
かすことが、これからの仕事、家族との時間、そして人生そのものを守る確かな投資になります。この機会に
ぜひ、ご自身の健康について考え、行動に移していただければ幸いです。

健康のための
ワンポイント
アドバイス

健康のための
ワンポイント
アドバイス

【写真1】　ロボット支援手術の様子 【図２】　低侵襲手術による創部

低侵襲手術と先進的な研究低侵襲手術と先進的な研究
　 岐 阜 大 学 医 学 部 附
属病院消化器外科・小
児外科では、直腸がん
手術を全てロボット支
援 手 術 で 実 施 して お
り、大 腸 がん 全 体でも
9割以上を腹腔鏡手術
やロボット支援手術と
いった低侵襲手術（傷
が小さく身体の負担の
少ない手 術 ）で行っています【 写 真 1 】。低 侵 襲
手術は、術後の痛みや身体への負担を抑え、早
期 回 復や社 会 復 帰につながることが 大きな利
点です【図2】。
　さらに当院では、肛門に極めて近い直腸がん
など、治 療 法の選 択が 難しい症 例に対しても、
がんの根治性を最優先しつつ、排便機能や生活
の質を守る「機能温存治療」を重視しています。
手術だけでなく、化学療法や放射線治療を組み
合わせた集学的治療を行い、患者さん一人ひと
りの病状や生活背景に応じた最適な治療を提

供しています。
　また当院では、診療だけでなく研究にも力を
入 れており、多くの 企 業 治 験 や 医 師 主 導 臨 床
試 験を実 施しています。近 年 注目されているリ
キッドバイオプシー（血液を用いたがんの診断
や再発予測）を含む先進的な研究にも積極的に
取り組み、その成 果を岐 阜 大 学から全 国 、さら
には世 界へと発 信しています。こうしたエビデ
ンス（科学的根拠）創出は、将来の標準治療（最
善の治療法）を形づくる重要な役割を担ってい 
ます。
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税理士 吉川富造

Q1

Q2

A1

前回は、低額譲渡の課税についてお話しました。連載最終回となる今回は、父が所有する貸駐車場用地を
長男が無償で借り受け、賃貸料収入を得た場合の贈与税の課税と、確定日付のある公正証書による贈与
の課税時期についてお話します。

父が所有する貸駐車場用地を長男が無償で借り受け、賃貸料収入を得た
場合の贈与税課税の有無

収益の帰属者の判定

　私は高齢となり、相続税対策を検討しています。私が所有するアスファルト舗装の貸
駐車場用地を長男が無償で借り受け、使用貸借契約を締結したうえで、以後の賃貸料
収入（年間360万円）を長男が受領することとしました。長男はこの収入について所得
税申告を行う予定ですが、従来、私が得ていた収益を長男が享受することになるため、
長男に贈与税は課税されるのでしょうか。

確定日付のある公正証書による贈与の課税時期
　私は8年前に公証人に依頼し、将来の住宅地とするため宅地（更地）を長男に贈与す
る旨の公正証書を作成していました。本年4月、長男の結婚を機に、その宅地を私名義
から長男名義に贈与登記しました。この場合、贈与の日は、公正証書の確定日付による
８年前となるのでしょうか。それとも贈与登記をした日になるのでしょうか。

　父（甲）は当該貸駐車場用地の登記名義人であり、かつ従前より収益を享受してきた者で
あることから、「単なる名義人」ではなく「真実の権利者」と認められます。使用貸借契約を
締結したとしても、土地の所有権は甲に留保されたままであり、収益のみを長男（乙）に移転
することは、収益の帰属者を恣意的に変更する行為とみなされます。
　したがって、貸駐車場から生じる収益の帰属者は引き続き甲であり、所得税の申告義務も
甲にあると解されます。一方、乙が享受する収益は、相続税法９条に規定される「その他の利
益の享受」に該当し、贈与により取得したものとみなされ、乙には贈与税が課税されること
になります。

父所有の貸駐車場で
賃貸料収入を得た場合の
課税関係 他

相続税相続税
とと

事業承継事業承継
Vol.54
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A2

財産取得の時期の特例2

公正証書による贈与の課税時期の判定3

財産取得の時期の原則１

　今回をもって、私の執筆は最後とさせていただきます。これまでご覧いただき、ありがとうございました。
なお、次回からは私の長男、吉川明宏が執筆を担当します。引き続きご愛読いただければ幸いです。

吉川富造先生には、長きにわたり本コーナーをご担当いただきました。心より感謝申しあげます。次号より、吉川明宏先生による新連載が始まります。

贈与の時期の判断
　一般に、公正証書など書面による贈与については、その契約の効力の発生した時に贈与
があったものとして取り扱われます。ご質問の場合は、贈与された宅地の管理・運用を誰が
行っていたかなどの実態により、贈与の時期を判断することになります。

　贈与税の課税において、贈与による財産取得
の時期は、納税義務の成立の時期や財産評価
の時期、贈与税の課税価格の計算、申告書の
提出期限などの判定基準となる極めて重要な事
項です。そこで、贈与による財産取得の時期は、
書面によるものについてはその契約の効力が発
生した時点、書面によらないものについてはその
履行の時点として取り扱うこととされています。

　つまり、書面による贈与については、贈与財
産を受贈者が受け取り、自分の財産として認識
し、かつ管理・運用を行った時点で贈与があっ
たことになります。また、書面によらない贈与
は、履行が終わるまではいつでも取り消すこと
ができるため、贈与が確定的になる履行の時、
すなわち贈与財産を受贈者に引き渡した時に贈
与があったものとして取り扱われます。

　所有権等の移転の登記又は登録の目的とな
る不動産などの財産についても、上記１の原則
により贈与の時期を判定することになります。
　通常、贈与は親子などの親族間で行われるこ
とが多いため、贈与の時期が明確でない場合
も少なくありません。そこで、所有権等の登記

　ご質問の場合、８年前に作成された公正証
書の効力がいつ発生したかが問題となります。
財産取得の時期の原則によれば、書面による贈
与はその契約の効力が発生した時点が課税の
時期となりますが、書面さえ存在していればよ
いというわけではありません。当該宅地の所有
権移転登記が長期間行われなかった理由や、
贈与財産の管理・運用を誰が行っていたかなど
について実質的な検討が必要です。このため、

又は登録の目的となる財産の贈与で、その時期
が明確でないものについては、納税者において
特に反証のない限り、登記又は登録がなされた
時点で贈与があったものとして取り扱うことと
されています。

公正証書の作成時期、親子間において贈与が
行われた客観的、合理的な事情、長期間登記
をしなかった合理的な理由、管理・運用の実態
といった事実を総合して判定することになりま
す。本例で、父親自身が固定資産税を負担して
いたり、草刈りなどの保全管理を行っていたり
したのであれば、贈与の時期は登記した時点と
考えられます。
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資料 ： 内閣府，十六総合研究所，日本銀行 資料 ： 岐阜県統計課，愛知県統計課，内閣府

資料 ： 岐阜県統計課，愛知県統計課，経済産業省

資料 ： 国土交通省 資料 ： 東日本建設業保証

（注）前年比は、原指数の前年比

実質GDP
年率％

企業動向調査
十六景況判断指数
（好転－悪化）

景　　況　　感
日銀短観業況判断指数
（DI）（良い－悪い） 先 行 系 列 一 致 系 列 遅 行 系 列

景気動向指数　（2020年＝100）
年 月 年 月

1 産業動向

全　国 東海三県 岐 阜 愛 知 全 国 岐 阜 愛 知 全 国 岐 阜 愛 知 全 国

前年比 前年比 前年比（'20=100） （'20=100） （'20=100） （'20=100） （'20=100） （'20=100）前年比 前年比 前年比
岐　　　阜年 月 年 月愛　　　知 全　　　国 岐　　　阜 愛　　　知 全　　　国

 鉱工業生産指数（季節調整済）  鉱工業出荷指数（季節調整済）

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
岐　　　阜年 月 愛　　　知 全　　　国 岐　　　阜 愛　　　知 全　　　国

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額（戸） （億円）

2 設備投資

（予）（予） （予）

22. 04～06
22. 07～09
22. 10～12
23. 01～03
23. 04～06
23. 07～09
23. 10～12
24. 01～03
24. 04～06
24. 07～09
24. 10～12
25. 01～03
25. 04～06
25. 07～09
25. 10～12
26. 01～03

3.9
▲ 1.4

1.8
2.9
0.8

▲ 5.4
2.2

▲ 2.3
0.7
2.7
1.9
1.0
2.1

▲ 2.6
0.2
－

▲ 10.7
▲ 13.3
▲ 18.2
▲ 13.7

0.9
▲ 0.9
20.6

4.6
▲ 5.3
▲ 1.2

1.8
▲ 5.1

▲ 10.8
▲ 8.7
▲ 5.0

24.  8
24.  9
24.10
24.11
24.12
25.  1
25.  2
25.  3
25.  4
25.  5
25.  6
25.  7
25.  8
25.  9
25.10
25.11

819,623
792,195
740,667

62,957
56,134
60,583
89,802
56,188
43,237
55,956
61,409
60,275
63,570
71,871
59,524
62,118

2023
2024
2025
24.12
25.  1
25.  2
25.  3
25.  4
25.  5
25.  6
25.  7
25.  8
25.  9
25.10
25.11
25.12

24.11
24.12
25.  1
25.  2
25.  3
25.  4
25.  5
25.  6
25.  7
25.  8
25.  9
25.10
25.11

2,296
2,831
2,417

93
103

47
229
526
285
274
225
143
217
183

83
102

▲ 6.0
23.3

▲ 14.6
▲ 9.4
▲ 9.7

▲ 72.2
11.5
12.5

▲ 18.9
▲ 0.3

▲ 38.6
▲ 26.2
▲ 30.0

▲ 8.5
▲ 4.7
10.5

5,502
6,346
7,846

273
232
187

1,166
1,996

867
697
790
543
552
348
205
263

3.7
15.3
23.6
38.8

▲ 12.3
▲ 25.9

58.6
25.0
76.4

7.1
32.8
38.4
23.3

▲ 21.1
▲ 0.8
▲ 3.4

145,879
153,153
163,333

6,785
5,662
6,914

17,220
27,254
16,541
19,055
16,765
10,996
14,348
13,327

7,452
7,799

7.1
5.0
6.6

▲ 5.7
▲ 1.3

▲ 22.5
6.0

12.0
4.0

10.8
9.5
2.7

12.5
18.1

▲ 6.8
14.9

2022
2023
2024

114.7
112.7
110.4
109.8
111.4
114.4
116.9
118.9
112.7
116.9
111.2
117.0
112.7
110.3
117.1
110.5

2.3
▲ 1.7
▲ 2.0
▲ 1.9

1.6
7.9
8.8
9.2
6.2
0.7
1.9
4.0
0.4
0.3
3.0

▲ 2.4

104.8
113.8
109.3
109.1
108.7
116.2
113.7
111.2
108.5
113.0
109.0
108.9
108.2
106.3
113.7
104.1

▲ 1.2
8.6

▲ 4.0
▲ 5.5
▲ 4.0

6.8
4.7
2.3
1.9

▲ 1.5
2.4

▲ 2.5
2.1
0.4
1.2

▲ 8.1

105.3
103.9
101.2
101.3
101.0

99.9
102.2
102.4
101.3
101.2
103.3
102.1
100.6
103.2
104.7
101.9

▲ 0.1
▲ 1.3
▲ 2.6
▲ 3.3
▲ 2.2

2.2
0.1
1.0
0.5

▲ 2.4
4.4

▲ 0.4
▲ 1.6

3.8
1.6

▲ 2.2

24.11
24.12
25.  1
25.  2
25.  3
25.  4
25.  5
25.  6
25.  7
25.  8
25.  9
25.10
25.11

111.2
111.0
106.5
104.0
107.0
110.4
109.8
112.6
107.0
115.4
109.6
113.1
108.3
106.2
112.6
106.2

0.3
▲ 0.2
▲ 4.1
▲ 5.5
▲ 2.6

6.0
11.6

6.9
2.6

▲ 1.6
3.1
3.8
1.0

▲ 0.2
3.7

▲ 1.1

105.4
116.9
112.0
112.2
111.1
119.2
117.1
115.0
109.6
119.8
113.0
110.1
114.8
108.6
117.8
109.1

0.2
10.9

▲ 4.2
▲ 5.6
▲ 3.5

9.1
4.7
2.7
4.0

▲ 1.5
4.1

▲ 3.4
2.4
1.5
1.9

▲ 7.8

103.9
103.2

99.9
99.5
99.5
98.5

101.5
99.7
99.8

102.2
101.4

99.3
99.5

100.6
102.3
100.6

▲ 0.4
▲ 0.6
▲ 3.2
▲ 4.0
▲ 3.1

2.1
1.5

▲ 0.3
0.1

▲ 2.3
3.8

▲ 1.7
▲ 1.3

2.5
1.1

▲ 1.8

2022
2023
2024

9,550
8,887
8,162

662
636
734
976
700
363
627
673
713
578
772
740
650

▲ 12.7
▲ 6.9
▲ 8.2

4.3
24.0

▲ 18.8
33.2

▲ 21.3
▲ 38.6

▲ 6.1
▲ 10.1
▲ 12.1

▲ 9.7
▲ 22.3

1.0
▲ 1.8

54,685
56,119
51,482

4,811
3,632
3,727
6,658
2,789
3,360
4,236
4,835
4,543
4,409
4,572
4,386
4,335

▲ 7.7
2.6

▲ 8.3
13.8

▲ 23.4
▲ 11.7

14.3
▲ 45.8
▲ 12.1

▲ 3.8
▲ 1.9
▲ 6.7
▲ 1.5
▲ 5.8

8.9
▲ 9.9

▲ 4.6
▲ 3.3
▲ 6.5
▲ 2.5
▲ 4.6

2.4
39.6

▲ 26.6
▲ 34.4
▲ 15.6

▲ 9.7
▲ 9.8
▲ 7.3

3.2
▲ 8.5
▲ 1.3

105.9
104.8
112.6
106.8
106.1
112.9
113.6
105.2
103.5
108.7
107.7
106.1
106.8
102.4
108.2
103.7

115.8
116.2
117.6
116.7
117.7
117.3
117.4
112.3
112.6
115.8
116.1
119.3
119.0
116.9
116.8
119.5

107.5
108.6
108.7
107.8
108.0
108.1
107.7
107.5
104.5
104.6
105.3
106.1
106.8
108.0
109.7
109.9

118.9
118.0
118.5
115.3
117.5
118.9
119.3
119.8
118.0
118.6
115.0
117.0
117.3
115.1
117.9
115.4

120.7
122.6
123.6
123.4
123.6
127.4
125.8
125.4
125.5
126.1
123.9
124.4
123.3
123.7
125.5
123.1

113.9
114.2
115.7
115.2
116.3
116.3
117.0
115.8
115.7
115.5
115.9
114.3
113.2
114.9
115.9
114.9

125.5
120.7
122.8
124.5
129.0
131.3
128.3
133.4
131.2
130.0
130.1
128.6
123.7
123.9
120.2
118.7

107.9
106.9
107.0
108.8
107.7
111.5
113.7
114.9
112.8
112.3
111.1
108.5
110.8
110.2
107.2
109.5

109.2
108.5
109.1
109.6
110.0
111.6
111.4
111.4
113.0
114.0
113.2
113.5
112.2
112.3
112.2
112.9

2.0
3.0
6.0
5.0
8.0

10.0
13.0
12.0
12.0
14.0
15.0
15.0
15.0
15.0
17.0

▲ 2.0
▲ 2.0

0.0
▲ 1.0

3.0
9.0

15.0
10.0

9.0
12.0
13.0
15.0
14.0
17.0
20.0

13.011.0▲ 6.9 
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前年比 前年比（百万円）（百万円） （億 円） 前年比 前年比 前年比 前年比
岐　　　阜年 月 愛　　　知 全　　　国 岐 阜（岐阜市） 愛 知（名古屋市） 全　　　国

商品販売額　（百貨店販売額＋スーパー販売額）※（店舗調整前） 消費支出　（二人以上の世帯） （円）

3 消費関連

前年比 前年比 前年比
岐阜（岐阜市）年 月 年 月愛知（名古屋市） 全　　　国 岐阜 愛知 全 国

有効求人倍率（季調済）（倍）

前年比 前年比 前年比
岐　　阜 愛　　知 全　　国

所定外労働時間 （規模5人以上） （時間）

4 物価 5 労働市場

資料 ： 経済産業省 ※岐阜県のデータは2024年7月末の岐阜高島屋閉店により、
　8月以降は実質スーパーの商品販売額である

資料 ： 総務省

前年差 前年差 前年差 前年比 前年比 前年比
岐　　　阜年 月 愛　　　知 全　　　国 岐　　　阜 愛　　　知 全　　　国

企業倒産件数 企業倒産負債総額（件） （百万円）

資料 ： 岐阜県統計課，愛知県統計課，総務省 資料 ： 厚生労働省 資料 ： 岐阜県統計課，愛知県統計課，厚生労働省
（注）前年比は、所定外労働時間指数の前年比

6 企業経営

資料 ： 東京商工リサーチ

消費者物価指数（総合） 2020年＝100

2022
2023
2024

2023
2024
2025

105.4
108.5
112.3
111.0
111.7
111.2
111.3
111.7
112.3
112.2
112.4
112.3
112.1
113.3
113.8
113.6

3.1
3.0
3.5
4.2
4.6
4.2
4.1
3.6
4.0
3.6
3.6
2.9
2.8
3.1
3.1
2.4

105.7
108.8
112.5
111.4
111.8
111.3
111.6
111.9
112.5
112.3
112.7
112.7
112.4
113.3
113.7
113.7

3.2
2.9
3.4
4.4
4.6
4.1
3.9
3.5
3.8
3.5
3.3
2.8
2.9
3.1
2.9
2.1

105.6
108.5
111.9
110.7
111.2
110.8
111.1
111.5
111.8
111.7
111.9
112.1
112.0
112.8
113.2
113.0

3.2
2.7
3.2
3.6
4.0
3.7
3.6
3.6
3.5
3.3
3.1
2.7
2.9
3.0
2.9
2.1

24.12
25.  1
25.  2
25.  3
25.  4
25.  5
25.  6
25.  7
25.  8
25.  9
25.10
25.11
25.12

313,314
320,779
286,430
324,734
281,474
254,644
327,793
306,990
319,856
285,455
289,675
307,044
289,083
280,528
245,859
306,365

2.4
2.4

▲ 10.7
7.3
5.9
1.4

10.2
4.4

15.0
4.3
5.7
3.2
1.5

▲ 17.1
▲ 4.4
▲ 5.7

319,344
300,221
308,854
351,379
295,763
406,962
495,512
364,092
361,119
316,045
373,035
350,577
348,868
315,144
416,483
371,063

21.0
▲ 6.0

2.9
▲ 3.9
▲ 1.2
62.4
45.0
25.5
16.4

8.3
3.4
8.3

20.5
2.8

43.6
5.6

290,865
293,997
300,243
352,633
305,521
290,511
339,232
325,717
316,085
295,419
305,694
313,977
303,214
306,872
314,242
351,522

4.2
1.1
2.1
7.0
5.5
3.8
6.4
4.0
8.9
5.2
5.1
5.5
5.3
0.3
6.3

▲ 0.3

2023
2024
2025

137
122
134

10
9
8
7

10
11
15
14
14
13
11
12
37

38
▲ 15

12
0
3

▲ 3
0

▲ 2
▲ 2

2
2
8
6

▲ 3
1
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532
611
659

49
57
54
52
55
55
63
56
58
45
42
73
55

162
79
48

2
19

0
11

▲ 10
15

▲ 6
13

▲ 1
▲ 11

▲ 9
25

6

8,690
10,006
10,300

840
764
853
828
857
848
961
805
873
965
778
928
887

2,262
1,316

294
139

52
▲ 53

45
▲ 152

28
8

82
66
56

▲ 63
86
47

25.  1
25.  2
25.  3
25.  4
25.  5
25.  6
25.  7
25.  8
25.  9
25.10
25.11
25.12
26.  1

24.12
25.  1
25.  2
25.  3
25.  4
25.  5
25.  6
25.  7
25.  8
25.  9
25.10
25.11
25.12

283,791
282,223
281,717

27,478
24,252
21,186
22,956
22,731
23,305
22,930
23,569
25,364
22,136
22,796
23,627
28,317

▲ 0.2
▲ 0.6
▲ 0.2
▲ 3.6
▲ 1.1
▲ 2.6
▲ 2.3
▲ 0.1

0.3
▲ 3.2
▲ 4.5

2.5
3.6
5.0
6.0
3.1

1,406,226
1,436,767
1,489,578

156,554
130,290
115,951
129,210
119,560
122,907
124,015
127,524
126,812
118,451
125,338
133,240
159,448

2.8
2.2
3.7
2.5
3.8
1.7
2.8
3.1
2.7

▲ 0.3
1.7
2.9
3.7
6.0
5.0
1.8

206,603
216,049
223,812

23,480
19,159
17,306
19,350
18,025
18,495
18,821
19,259
19,277
17,993
18,815
19,903
23,809

3.8
4.6
3.6
2.8
4.9
1.9
2.8
2.7
1.8
1.0
1.6
3.3
3.4
5.1
4.9
1.4

1.59
1.54
1.45
1.54
1.51
1.45
1.45
1.43
1.43
1.43
1.47
1.44
1.46
1.41
1.42
1.44

1.35
1.28
1.27
1.26
1.27
1.29
1.32
1.35
1.32
1.28
1.27
1.26
1.25
1.23
1.21
1.20

1.31
1.25
1.22
1.25
1.26
1.24
1.26
1.26
1.24
1.22
1.22
1.20
1.20
1.18
1.18
1.19

2022
2023
2024
24.11
24.12
25.  1
25.  2
25.  3
25.  4
25.  5
25.  6
25.  7
25.  8
25.  9
25.10
25.11

9.6
9.2
9.5

10.0
9.6
9.3

10.1
10.1
10.6
10.0

9.8
10.0

9.2
10.5
11.3
10.4

0.7
▲ 4.3

3.3
2.0
0.0
1.1
7.5
3.1
2.9
9.9
3.2
5.3
8.2

10.5
16.5

4.0

11.7
11.7
11.0
11.5
10.8
10.7
11.0
11.2
11.6
10.7
10.9
11.3

9.9
10.9
11.5
11.1

0.3
▲ 0.4
▲ 5.8
▲ 4.1
▲ 6.9

2.9
▲ 0.9
▲ 4.3

0.9
1.9
0.0
0.0

▲ 3.9
0.9
1.8

▲ 3.5

10.1
10.0
10.0
10.4
10.1

9.5
9.8

10.2
10.2

9.7
9.7
9.8
9.0
9.7

10.2
10.0

4.6
▲ 0.9
▲ 2.7
▲ 1.9
▲ 2.8
▲ 1.0
▲ 3.0
▲ 2.8
▲ 2.8
▲ 1.0
▲ 3.0
▲ 3.0
▲ 3.3
▲ 2.0
▲ 1.9
▲ 3.8

18,471
12,247
18,564

698
482
605
697
943

4,834
1,272
4,535

946
1,185
1,309
1,058
2,466

7.4
▲ 33.7

51.6
▲ 46.4
249.3

▲ 58.1
274.7

▲ 46.8
371.6
▲ 9.4
574.9
231.9

21.5
▲ 29.1
▲ 11.7
253.3

60,716
712,011

68,767
5,937
7,484
5,733
5,845

12,699
7,846
4,916
3,526
4,477
2,868
4,039
3,397
6,039

▲ 4.1
1,072.7
▲ 90.3
108.0

13.4
▲ 13.0

41.6
41.8

296.1
▲ 99.2
▲ 40.5
▲ 23.3
▲ 25.4
▲ 58.9
▲ 33.8

1.7

2,402,645
2,343,538
1,592,190

121,449
171,277

98,586
102,820

90,389
105,730
167,035
114,373
112,470
127,521

82,430
298,182
119,815

3.1
▲ 2.5

▲ 32.1
53.5
22.7

▲ 30.7
▲ 9.3

▲ 33.9
▲ 3.8

▲ 78.6
12.8

▲ 15.3
▲ 49.6
▲ 48.6

53.7
▲ 1.3
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エリワンパートナーで十六カードまたは

じゅうろくJCBデビットを使うと、カード

利用ポイントが２倍になったり、割引きが

受けられたりするサービスです。

十六カード、じゅうろくJCBデビットをご

利用の皆さまに、ポイントアップやおトク

な割引きをお届けします。

法人・個人事業主の方のビジネスを
キャッシュレスを通じてバックアップ。

エリワンパートナーで十六カードまたは

じゅうろくJCBデビットを使うと、カード

利用ポイントが２倍になったり、割引きが

受けられたりするサービスです。

十六カード、じゅうろくJCBデビットをご

利用の皆さまに、ポイントアップやおトク

な割引きをお届けします。

法人・個人事業主の方のビジネスを
キャッシュレスを通じてバックアップ。



地域と共に歩む　保険と不動産の総合コンサルタント

文化センター

円徳寺

共栄ライフパートナーズ
本社・不動産部

本 社・不動産部
〒506-0026  
高山市花里町6丁目29番地
Tel：0577-36-1783  Fax：0577-36-0243

【購読料（送料込）】

年間購読 14,850円（税込）／年年単位（4月～翌年3月）で
お申込みいただく場合

単品購読 1,650円（税込）／冊ご希望の号、冊数を
お申込みいただく場合

【お問い合わせ先】
十六総合研究所  企画事業部（TEL:058-266-1916）

　4月号以降も、引き続き紙冊子版をご希望の場合
は、有料となります。
こちらの二次元コード、または十六総合研究所の
ウェブサイトもしくはお電話（下記お問い合わせ
先）にてお申込みください。

お申込みをいただかない場合は、
4月号以降は『経済月報』を郵送いたしませんので、

無料のWeb版をご覧ください。

　環境負荷低減を目的としたペーパーレス化推進
のため、今後は、原則としてWeb版でのご提供と
させていただきます。
　2026年3月号までは、紙冊子版の価格表示にかかわらず
無料でお送りいたしますが、４月号以降も紙冊子版をご希望
の場合は、以下の通りお手続きをお願いします。なお、自治体
等の公的機関へは、引き続き無料で紙冊子版を寄贈いたしま
す（詳細後述）。

ぜひお得な年間購読をお申込みください。
なお、2026年度の年間購読のお申込みは
2026年3月31日（火）までにお願い申しあげます。

　お申込み手続き完了後、３営業日以内に受付完了メール
（請求書）を送信いたします。記載の指定口座へお振込みくだ
さい。受付完了メール（請求書）が届かない場合は、お手数で
すが下記お問い合わせ先までご連絡ください。

　現在、定期的に『経済月報』をお送りしている、行政お
よびその外郭団体、商工会議所、商工会、教育機関、図書
館等へは、地域貢献の一環として、従来通り紙冊子版を
無料で寄贈いたします。手続き等は不要です。

今後の『経済月報』のご提供方法について1

４月号以降も紙冊子版『経済月報』 を
ご希望の場合のお申込み方法

2

公的機関等の皆さまへ3

お知らせ



Photo／PIXTA（ピクスタ）

　国際女性デーのシンボルとしても知られ
る早春の花、ミモザ。原産はオーストラリア
で、現地ではワトルと呼ばれる。
　写真は愛知県大府市の大府みどり公園。 
同市とオーストラリアのポート・フィリップ市
の姉妹都市提携を記念して、約30年前に
植樹されたミモザである。青空の下、黄色
の花々が光を集め、輝いている。

【  大 府 み どり 公 園 の ミ モ ザ  】
（愛知県大府市）

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

発 行 |

紙冊子版をご希望の方はこちらの二次元コード、または十六総合研究所のウェブサイトもしくは
お電話（058-266-1916）にてお申込みください。

・万一、本書に乱丁・落丁、破損、汚損等があった場合は、すみやかに当社にご連絡ください。詳細を確認の上、当社の判断で当該号の新品をお送り 
  します。
・本書に記載される記事、図表、画像等に関する著作権、商標権等の知的財産権およびその他の法的権利は、当社、情報提供者および許諾者に 
  帰属し、お客さまその他の利用者は、これらの権利を侵害してはならないものとします。
・本書掲載記事および写真の無断使用を禁じます。本書のコピー、スキャン、デジタル化などの無断複製は、著作権法上での例外を除き禁じられて 
  います。
・本書を代行業者などの第三者に依頼してスキャンやデジタル化することは、たとえ個人や家庭内の利用であっても著作権法上認められません。
・当社は、細心の注意を払って本書に各種情報を掲載していますが、本書の記載内容について、その正確性を保証するものではなく、本書の内容に 
  基づいて利用者が行う判断・行為により生じた損害について、損害賠償の責を負いません。
・本文中に記載した組織名称、肩書などは、特に断りのない限り取材・インタビュー実施日時点のものです。

定価／1,650円（税込）

〒500-8833 岐阜市神田町7丁目12番地 十六ビル7階
TEL:058-266-1916 
https://www.16souken.co.jp

https://docs.google.com/forms/d/e/1FAIpQLSegV6O5hUCPwCnDp9miVjVstUoo-7GsriObLDdJ4JfcrTGmPA/viewform

	2026_03_keizai-1
	2026_03_keizai-2
	01_16v151_2026_3月号_表紙ハイパー

